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 令 和 ７年 度 事 業 報 告   

 

 

※（ ）は前年度実績、「 」は前々年度実績 

 

令和７年度の当協会の事業は、建設荷役車両に係る特自検の普及及び定着による労働

災害の防止を最重点として、次により展開した。 

 

１ 事業活動の積極的推進 

（１）建設荷役車両の定期(特定)自主検査の普及及び定着 

   事業場における建設荷役車両の定期（特定）自主検査の普及、定着を図るため、

特定自主検査巡回指導員制度の普及促進、特定自主検査強調月間の展開等を積極的

に推進した。 

  ア 検査済標章等の管理の徹底 

    令和７年４月から令和８年３月の間に次のとおり特定自主検査済標章等を頒

布した。 

① 特定自主検査済標章     合計 2,224,508枚(2,207,405枚) 

ａ 検査業者用              1,539,937枚(1,527,273枚) 

ｂ 事業内用             684,571枚( 680,132枚) 

② 定期自主検査済標章         168,973枚(  167,357枚) 

③ 出荷標章         合計   153,380枚(  176,880枚) 

ａ 特定自主検査用         152,622枚(  174,865枚) 

ｂ 定期自主検査用              758枚(    2,015枚) 

④ アタッチメント出荷シール      12,531枚(   23,136枚) 

⑤ アタッチメント検査済シール 合計  115,441枚(  113,092枚) 

  ａ  アタッチメント検査済シール 大  38,155枚(   39,401枚) 

  ｂ アタッチメント検査済シール 小  77,286枚(   73,691枚) 

   イ 検査・記録表の普及促進 

   (ｱ) 特定自主検査記録表及び特定自主検査台帳等を下記の部数頒布し、検    

査・整備記録の普及促進を図った。 

① 特定自主検査記録表         58,216冊(   87,064冊) 

②  特定自主検査記録簿         2,312部(    2,045部) 

③ 特定自主検査台帳（検査業）     1,503部(    1,608部) 

     ④  特定自主検査台帳 (事業内)        927部(      868部) 

   (ｲ) 改正指針（令和５年３月）に対応した「記録表作成支援ソフト」の公開し、

併せて ID/PWの導入などセキュリティ対策の強化を図った。 
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  ウ 特定自主検査の実施体制及びその管理体制の整備・促進 

   (ｱ) 「特定自主検査登録検査業者必携」、「特定自主検査関係法令・通達集」、

「特定自主検査業務マニュアル」及び「特定自主検査に関するＱ＆Ａ」を下記数頒

布し、実施体制及びその管理体制の整備、促進を図った。 

① 特定自主検査登録検査業者必携          765冊(     610冊) 

② 特定自主検査関係法令・通達集       4.370冊(   4,914冊) 

        ③ 特定自主検査業務マニュアル        1,159冊(  1,076冊) 

④ 特定自主検査に関するＱ＆Ａ         356冊(      630冊) 

(ｲ) 「特定自主検査管理セミナー」を開催し、特自検にかかる法令改正等につい

て検査業者・事業内検査事業主へ周知を図った。 

 337回( 36回)｢ 31回｣ 

   (ｳ) 「特定自主検査業務点検表[検査業者用及び事業内用]の解説」を巡回 

指導や強調月間等で頒布して適正な特定自主検査の定着を図った。 

① 「特定自主検査業務点検表[検査業者用]の解説」  9,000冊 (10,000冊) 

② 「特定自主検査業務点検表[事業内用]の解説」  12,000冊（13,000冊） 

エ 特定自主検査巡回指導員制度の普及促進と巡回指導のレベルの向上 
   (ｱ) 巡回指導の指導事業所数(ユーザー含む) 

1,455事業所(1,512事業所)｢1,342 事業所｣ 

   (ｲ) 新任巡回指導員研修の実施              2回    37名 
  オ 「特定自主検査強調月間」の展開 
     ① 強調月間に合わせ、各種リーフレット、ステッカー等のほか業務点検表及

びその解説等を作成し、会員、関係機関等に配布した。 

ａ 特自検リーフレット        183,170枚(195,610枚) 

ｂ 強調月間リーフレット       149,500枚(150,600枚) 

ｃ 特自検ポスター          17,220枚( 17,220枚) 

 ・専用ポスター(外数)        12,410枚( 12,280枚)  

ｄ 強調月間用「ステッカー」       1,610枚( 12,800枚) 

ｅ 強調月間グッズ 

   ｢携帯用ＬＥＤライト」            9,880個(  9,760個)  

ｆ 業務点検表（検査業者用）       9,000枚( 10,000枚) 

ｇ 業務点検表（事業内用）         12,000枚( 13,000枚) 

② 所轄労働局、労働基準監督署の指導を得て、巡回指導員等延べ 986名によ

りユーザー巡回を含めて 1,455事業場の巡回指導を実施した。 

    カ 関係団体との連携 

関係団体との連携した行事として、一般社団法人日本産業車両協会の「フォークリ

フト安全の日」大会で特自検実施についてＰＲを図った。 

また、建設業労働災害防止協会、陸上貨物運送事業労働災害防止協会、港湾貨

物運送事業労働災害防止協会、林業・木材製造業労働災害防止協会が主催するそ

れぞれの大会で特自検の普及リーフレットを参加者へ配布し普及促進を行った。                         

（４団体合計 2,400枚） 
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（２）登録教習機関の適正な運用 

ア 登録教習機関による各種技能講習を下記のように実施した。 

ａ 支部数               9支部(  12支部)｢ 13支部｣ 

ｂ 実施回数             41回  (    47回)｢   50回｣ 

ｃ 受講者数                     745名  (   865名)｢  987名｣ 

イ 登録教習機関となっている支部に対し、計画どおり内部監査・指導を実施した。 

        監査実施支部数         5支部(  4支部)｢ 4支部｣ 

（３）検査者（員）養成研修・安全衛生教育等の充実 

特定自主検査に係る講師養成研修、検査者（員）研修、能力向上教育等を昨年と

引き続き実施した。 

ア 資格取得研修の充実及び計画的実施 

(ｱ) 検査者（員）の養成         

①  検査者（員）研修修了証の発行件数 

ａ 事業内検査者         936件(   858件) ｢  924件｣ 

ｂ 検査業者検査員       1,961件( 1,943件) ｢2,024件」 

②  事業内検査者研修実施状況 

ａ 実施回数           109回(    75回) ｢   73回｣ 

ｂ 受講者数          1,029名(   948名) ｢1,061名｣ 

③ 検査業者検査員研修実施状況 

ａ 実施回数           160回(  156回) ｢  156回｣ 

ｂ 受講者数          2,095名( 2,140名) ｢2,129名｣ 

(ｲ) 広域担当講師及び検査実習担当講師の制度の推進 

支部の相談を受け、調整し、開催を後押しした。    
     (ｳ）指導書・スライド等の改訂 

指針改定に伴い、資格取得研修及び能力向上教育のマニュアルが改訂され

たため、対応するスライド等を修正した。（フォークリフト、整地・運 

搬・積込用機械、他） 

(ｴ) 検査業者検査員研修機関の内部監査実施 

監査実施支部                17支部（15支部） 

イ 能力向上教育等の充実及び計画的実施 

(ｱ) 能力向上教育等の実施 

①  能力向上教育 

ａ   実施回数                    170回(   163回)｢    143回｣ 

ｂ  受講者数            3,091名( 3,260名)｢  3,242名｣ 

② 実務研修     

a   実施回数                      101回(   102回)｢   103回｣ 

b   受講者数                    1,401名(1,734名)｢  1,554名｣ 

        ③ 安全教育 

a  実施回数                     70回(    71回)｢   72回｣ 

b   受講者数                    973名( 1,114名)｢  1,258名｣ 
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ウ  研修講師研修会の実施 

① 新任研修講師の研修 

a  実施回数                       2回(   2回)｢      2回｣ 

b  受講者数                       31名(   29名)｢     35名｣ 

② ベテラン講師交流・研修会の開催 

a  開催回数                        1回(    1回)｢      0回｣ 

b   受講者数                        9名(   12名)｢     20名｣ 

 ③ 実務研修「検査業者業務点検コース」講師養成研修 

a  開催回数                        1回(    1回)｢    1回｣ 

b   受講者数                        9名(    7名)｢     13名｣ 

④  建機付属クレーン講師養成研修   

a  開催回数                      1回(     1回)｢     1回｣ 

b   受講者数            11名(    8名)｢   12名｣ 

（４）検査・整備技術の向上 

建設荷役車両の検査・整備技術の向上に必要な技術資料、情報等を収集し提供

するとともに、建設荷役車両の安全に関する知識の普及促進を図った。      

また、検査・整備関連考案技術の募集・評価・公表を行った。 

なお、今年度は安衛法の一部改正が行われ、その対応にも当たった。 

ア 検査・整備技術資料の整備・充実 

以下の特自検マニュアル及び関連図書の改訂を行った。 
なお、改訂にあたっては、各支部研修講師から意見要望を収集検討し、適宜こ

れを織り込んだ。 
     (ｱ)  特自検マニュアル及び能力向上教育用テキストの改訂 

・ 定時改訂（令和７年度分）  フォークリフト、高所作業車、コンクリート

ポンプ車 

      マニュアル及びテキストの改訂にあたっては、例年の新しい機械・装置に    

     ついての解説の織り込みに加え、安衛法一部改正の内容も踏まえ編集を 

     行った。 

  （ｲ） 検査整備基準値表の公開 
    ・ 主要８機種（フォークリフト、トラクター・ショベル、ブル・ドーザー、   
     油圧ショベル、締固め用機械、コンクリートポンプ車､解体用機械、高所作   
     業車）に加え、新たにモーターグレーダーを追加した上で検査基準値の追

加・改定を行い、１２月に協会ＨＰに公開した。 
    （ｳ） 研修用動画教材の充実 

     ６年度に制作した２.５D動画教材３種（ギヤポンプ・アキシャルポンプ・ラ

ジアルポンプ）を７年度上期の研修で試行し、下期に支部・講師を対象に評価

アンケートを実施した。アンケート結果は概ね高い評価であり、下期後半から

２コンテンツ(コモンレール式燃料噴射装置・基本的な油圧回路)をナレーショ

ン入り動画で制作した。 
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イ 検査・整備技術情報の調査推進 

検査・整備技術及び製品に関する技術情報を「機関誌」に掲載した。 

新しい製品、装置及び部品に関するもの ・・・・・・・・  6件 

「技術解説」メーカー会員に依頼したもの ・・・・・・・・6件 

  ウ 検査・整備記録の精度向上推進 

    改善要望に対応した記録表作成支援ソフトの編集協力を行った。 

  エ 建設荷役車両の安全向上に関する知識の普及促進 

（ｱ） 改正安衛法に基づく特自検制度の変更点及び新たに制定された特自検検査基  

  準の要点に関する資料を取りまとめ、２月に HP上で公開した。 

（ｲ） 特自検セミナー・講師研修支援（２支部） 

オ 検査・整備関連「考案賞」の募集及び評価 

       ① 応募数                 52件(  29件) 

    ② 結果 

     ａ  金賞                  2件(   3件) 

 ｂ  銀賞                  4件(   6件) 

     ｃ  努力賞                 5件(   6件)  

    カ 技能五輪国際大会の対応 

     令和１０年に愛知県おいて開催される技能五輪国際大会（２０２８年愛知) に

向け、建機メーカー５社及び建荷協を構成員とする職種別分科会（選手等の選定、

訓練計画の策定等を所掌）を発足させ、選手派遣に向けた準備を開始した。 

（５）広報活動の推進 

  機関誌、ＨＰ、ポスター・リーフレット等のＰＲ資料、イラスト災害事例集の発  

刊等を通じて、特定自主検査制度の普及・定着を図るため、適切な情報をタイム 

リーに公開・提供した。 

ア 特自検ＰＲ資料の制作 

（ｱ） 年間ＰＲ資料の制作 

   ① 令和 7年年間ポスター及び年間リーフレットを制作・活用し、特自検の普

及、ＰＲ活動を推進した。 

  ② 令和８年年間ポスターについては、ＡＩを活用したモデル「九段下愛」を

起用して制作し、配付した。ＡＩモデルは協会として初の試みであり、商標

登録を行うことで、令和９年以降も様々な形で活用できるようにした。 

  ③ 令和 8年年間標語について、昨年に引き続き協会会員及び本支部職員から

広く募集を行い、「特自検 プロの点検 確かな安全」に決定した。 

  ④ 特自検対象機械ラインアップポスターについては、支部補充分を制作し、

希望する支部へ配付した。 
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（ｲ） 強調月間ＰＲ資料の制作 

①  特自検強調月間用リーフレット及びポスターを制作し、配付した。 

② 特自検強調月間用ステッカーを制作し、配付した。 

③ 強調月間の特自検ＰＲ･普及用グッズとして、マルチガジェットクリー 

 ナーを制作し、配付した。 

イ 機関誌の誌面充実 

   (ｱ)  新企画テーマの掲載 

  ① 新たな連載講座として「これからの安全対策 ―作業者の内なる要因に目

を向ける―」を決定した（284号（令和 8年 7月号）より掲載開始）。 

② 引続き、特自検に関連する新たな連載テーマの調査・検討を行った。 

(ｲ) 機関誌「建設荷役車両」の体裁・内容等に関するアンケート調査の結果を踏 

 まえ、機関誌のリニューアルを段階的に進めた。 

  ① 新連載の開始：特自検Ｑ＆Ａ、支部紹介 

  ② ＨＰとの一体的広報：行政・関係団体からのお知らせ、研修・教育予定 

  ③ 可読性の向上：技術解説・企業紹介シリーズのカラー化 

ウ 情報発信の充実 

   (ｱ)  特自検強調月間の広報活動 

① 本部の広報活動として、特自検強調月間の広告を業界向け新聞に掲載する 

 とともに、ＨＰ上にＷｅｂバナー広告を掲載した。また、メールマガジンに 

 よる情報発信も実施した。 

② 昨年度より開始した会員企業ＨＰへのリンクバナーについては、全国展開 

 を行い、昨年度の４社から５９社に拡大して実施した。 

③ 新聞広告掲載に併せ、特自検強調月間に関する新聞発表（プレスリリース 

 投函）を、広告掲載紙以外の媒体にも拡充して実施した。 

④ 災防団体の刊行物において、特自検及び特自検強調月間のＰＲ広告を掲載 

 した。 

(ｲ)  ＨＰのコンテンツ充実とタイムリーな情報発信 

① 「労働安全衛生法の一部改正に伴う特定自主検査基準の運用変更」の周知 
 を中心に、更新情報の発信を行った。 

(ｳ)  支部における広報活動 
 強調月間の広報活動として、令和３年度より開始した支部独自の広報活動に

ついて、全支部へ展開し、内容の充実を図りながら実施した。 
  エ イラスト災害事例集（フォークリフト編）発行 
    機関誌「建設荷役車両」に掲載しているイラスト災害事例のうち、フォークリ 
   フト災害に関する４０事例を抽出し、陸上貨物運送事業労働災害防止協会の監修 
   により内容を精査・充実した上で小冊子として発刊した。 
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２ 組織の円滑な運営  
（１）公益法人としての的確な運営 

  ア 法人の的確な運営 
定款に基づき、理事会及び総会の的確な運営を図った。 

  イ 組織の充実 

   ① 新任事務局長及び新任職員を対象とした研修会議並びにＷＥＢ会議形式に

よる全国支部事務職員研修会議を開催し、適正な支部運営のための組織の充実

を図った。 

   ② 支部の事業運営及び会計処理に係る内部監査を実施した。 

      監査実施支部                ６支部 

③ 基幹システムの再構築を完了し、本格稼働に移行した。 

  ウ 本部役員と支部長が一体となった法人運営 

    情報交換を密にするため全国支部長会議を開催し、本部役員と支部長の一体と

なった法人運営に努めた。 

（２）コンプライアンスの確立 

   ハラスメントに係る相談体制及び内部通報制度の的確な運用を図り、コンプライ

アンスの徹底に努めた。 
（３）組織体制の整備 

  ア 入会の促進による組織の充実を図った。 

   ① 会員総数（令和８年３月末現在） 

    ａ 正会員 
製造業              26社   (     26社) 

建設業              364社   (    331社) 

荷役業等             88社   (     85社) 

製造工業等            45社   (     44社) 

リース・レンタル業        753社   (    689社) 

検査・整備業          2,791社   (  2,812社) 

その他               186社  (   186社) 

計                 4,253社   (  4,173社) 

    ｂ 賛助会員                                       

         関係団体              17団体   (   17団体) 

    ｃ  会員総数             4,270社   (  4,190社) 

   ② 入退会状況 

      ａ 新規入会                        170社  (     82社)  

       ｂ 退会                            90社   (     67社) 

  イ 組織運営に係る基本的事項への取組み 

    組織運営に係る基本的な課題等について取組みを進めた。 
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（４）支部活動の推進 

ア 本・支部間の連携の強化 
① 支部の推薦に基づく企業賞等の表彰の実施 

 ② 新任支部事務局長等研修会議の開催   5支部  5名( 7名)  

③ 新任支部職員研修会の開催       7支部  7名( 3名) 

イ 支部活動の促進 

    支部の行う研修・教育等の適切な運用を図るため、講師派遣等の機動的な支援

を行った。 
（５）関係行政機関等との連携 

  関係行政機関との連携を図るとともに、関係団体等の行う安全衛生活動等に積極

的に参加した。 
（６）情報の公開 
      必要な情報をインターネット等により公開した。 
 
３ 会議等の開催 
（１）会議 
  ア  第１４回定時総会 
   ① 開催日及び場所 
      令和７年６月１２日 ホテル メトロポリタンエドモント 
     ② 報告事項 
    ａ 令和６年度事業報告 
    ｂ 令和７年度事業計画書 
    ｃ 令和７年度収支予算書 

③ 決議事項 
     ａ 令和６年度決算報告 
     ｂ  役員の補充 
  イ 理事会 
   (ｱ) 第２７回 

    ① 決議成立日 

        令和７年５月１６日 みなし決議（書面による決議）の方法による 

      ② 報告事項 

      ａ 代表理事及び業務執行理事の職務執行状況報告 
     ｂ 令和６年度常設委員会活動状況報告  
    ③ 決議事項  
     ａ 会員の承認について      
       ｂ 令和６年度事業報告及び附属明細書承認の件 
        ｃ 令和６年度決算報告関係書類承認の件 
        ｄ 第１４回定時総会の開催及び提出議案承認の件 
     ｅ 常設委員会委員の委嘱について 
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   (ｲ)  第２８回 

    ①  開催日及び場所 

       令和８年３月６日 ホテルメトロポリタンエドモント 

     ② 報告事項 

          ａ 代表理事及び業務執行理事の職務執行状況報告   

      ｂ  令和８年通年表彰被表彰者の決定について 

 ③ 決議事項 

ａ 令和８年度事業計画書承認の件 

ｂ 令和８年度行事予定承認の件 

ｃ 令和８年度収支予算書承認の件 

ｄ 令和８・９年度常設委員会委員の委嘱について 

ｅ 特定費用準備資金設置の件 

ｆ 非常勤役員手当等を定める件 

ウ 全国支部長会議 

    ① 開催日及び場所 

      令和８年１月２２日 ホテルメトロポリタンエドモント 

    ② 議題 

     ａ 令和７年度事業の進捗状況 

     ｂ 協会現況 

     ｃ 令和８年度事業計画（素案） 

     ｄ 令和８年度行事予定（案） 

  エ 全国支部事務局長会議 

    ① 開催日及び場所 

      令和８年１月２３日 ホテルメトロポリタンエドモント 

    ② 議題 

      令和８年度の事業運営に関する課題等 

オ 新任支部事務局長等研修会議 

    ① 開催日及び場所 

        令和７年７月３日、４日 協会会議室 

    ② 研修内容 

      協会業務に関する基本的事項等     

カ 新任支部職員研修会議 

    ① 開催日及び場所 

        令和７年６月２６日、２７日 協会会議室 

    ② 研修内容 

      総務、物販及び経理処理等に関する基本的事項等   
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キ 支部事務職員研修会議（ＷＥＢ会議形式） 
  ① 開催日 
     ａ 北海道・東北ブロック 令和７年１０月２９日 
     ｂ 関東・甲信越ブロック 令和７年１０月２４日 
     ｃ 東海・北陸ブロック  令和７年１０月３１日 
     ｄ 近畿ブロック     令和７年１０月１７日 
     ｅ 中国・四国ブロック  令和７年１０月 ７日 
     ｆ 九州・沖縄ブロック   令和７年１０月１４日 

    ② 議題 
      協会業務全般に関する事項等 
 （２）常設委員会等活動 
     委員会活動は、上記「１ 事業活動の積極的推進」に関し、それぞれ次の関係

委員会において、慎重な検討が行われた。 
       常設委員会  
        特自検委員会                           ４回開催 

         検査・整備技術委員会                   ４回開催 

         研修委員会                            ４回開催 

           広報委員会                             ６回開催 

    

 


